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大学評価の制度展開とその問題
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概要:日本における大学評価が制度として始まったのは 1991年であり、まもなく 1998年
の大学審議会答申により評価政策が転換され、 2002年の中央教育審議会答申を経て 2004
年から認証評価がすべての大学に義務づけられることになった。他にも国立大学法人評価
委員会の評価(公立大学法人は独立行政法人評価委員会の評価)、 21世紀 COEなどのプ
ロジェクト評価なども行われている。 このような評価は、誰が、何のため、どのように行
われるのかが検証される必要があるだろう。21世紀の大学にとって、どのような大学評価
が求められるかを聞い直したい。
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はじめに
21世紀は「評価の時代j といわれる。大学
評価も例外ではなく、むしろその先端を行っ
ている。国際レベノレの機関による大学評価か
ら各国におけるさまざまな種類の大学評価が
行われている。現代社会におけるその特徴は、
大学評価が制度として行われていることであ
る。日本ではその傾向が特に顕著であり、政
策実現の手段として使われ始めている。当初
においては、大学の質の向上やその改善・改
革のため、あるいは大学教育の質保証という
ことであったり大学の社会への説明責任(ア
カウンタビリティ)と情報提供が強調された
りしてきたが、近年では、 「競争的環境の醸
成jカ旬、われ、政策を推進・実現することを
目的として大学評価の強化が主張されてい
る。明らかに 評価の目的機能が変化してき
ており(もちろんそれらは錯綜しているのだ
が)、それに伴って評価制度をはじめ、評価
の有り様も変化している。
そもそも日本における大学評価の歴史は古
いものでなく 戦後まもない時期からの専門
団体によるアクレディテーション(認定評価)
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はあったものの、制度として行われるように
なったのは、行政機関による設置審査のため
の評価1)を除けば、つい最近のことに属する
といってよい。1991年の大学設置基準改定に
よる自己点検・評価の努力義務化に始まり、
1998年の大学審議会答申 r21世紀の大学像と
今後の改革方策についてJにもとづく自己点
検・評価の義務化等と第三者評価の導入提案
及びその実施 (2000年)、 2002年の中央教育
審議会答申「大学の質の保証に係わる新たな
システムの構築についてJによる認証評価制
度の導入・実施 (2004年)、さらに国立大学
法人 (2004年発足)のもとでの評価制度、あ
るいは総合科学技術会議等による競争的資金
のためのプロジェクト評価等が挙げられる。
また、 2005年の中教審答申「我が国の高等教
育の将来像Jでは、大学の「機能別分化j が
主張され、大学評価と財政誘導による方向づ
けが行われている。そのような中で、大学は
どうなっているであろうか。多重的な評価に
振り回され、資金獲得のための評価という要
素が強まって競争的関係が幾重にも仕組ま
れ、 「評価漬けJとか「評価疲れj という言
教育学論集第33号 (2007年)
業も間かれる状況である反面、肝心の教育や
研究の改善・向上につながっているという実
感がないのではないだろうか。さらに、政府
の経済財政諮問会議では、民間議員が大学の
研究評価を資金(運営費交付金、私学助成等)
の配分に直接反映させるように求めており、
その帰趨が注目される九
そこで、本論文では近年の大学評価が制度
としてどのように行われているかを概述する
ことを通じて 3)、その問題と課題を明らかに
する。筆者はもとより大学評価の意義を否定
するものではない。むしろ評価活動を通じて、
大学が抱える問題や課題を明らかにし、ある
いは現代社会において大学がし、かなる位置を
占め、役割を果たすべきかを明らかにするこ
とによって、自らの大学を点検しつつ、自己
革新を進めるべきであると考えるし、そのよ
うな大学評価が実現することを求めている。
その意味で、 「大学評価の目的は、行政的統
制や財政資源の配分にあるのではなく、大学
の教育と研究を自主的にイノベートすること
にあるJという寺崎昌男の「確信J4)に共感す
る。制度としての大学評価も、誰が、何のた
めに、どのように行っているかという観点か
ら問い直してみる必要があると考える。
では必ずしもなく、大学団体として大学基準 | ¥f 
協会が想定されていたことに注目したい。大 !れ:
学評価の制度化への直接の契機となったのは ; 1 
1991年の大学審議会答申「大学教育等の改善 !
についてJである。その中で¥大学設置基準!
の大綱化、規制緩和を求める一方で、大学の ;
「自己点検・評価J6)の制度化を提起したので ;
ある。この構想は、臨時教育審議会のそれと -
， 
も異なり、アクレディテーションとは切り離 !
されたかたちで自己点検・評価を制度的に導 |
入するというもので、あった。すなわち、 「大 :
学団体としての自治の活性化」という視点を
切り落として、個別大学の自己点検・評価を
取り上げたということになる。その点では、
日本における大学評価の歴史が浅く、経験も
乏しかったこともあり、多くの大学で自主的
に取り組むまでに至らず いわば法制的に強
制されるかたちになったという問題を残した
といわざるを得ない。実際、自己点検・評価
は導入後数年を経ずして、国立大学で 100%
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の実施、公表が進んでおり、続いて私立大学、
公立大学も同水準に近づいた。国立では概算
1 自己点検・評価、外部評価
自己点検・評価が大学設置基準で「努力義
務Jとして規定されたのは 1991年であるが、
大学自身の取り組みは 1970年代後半にすで
に始まっており、たとえば日本私立大学連盟
や大学基準協会では評価項目案も作成されて
いたことはよく知られている 5)。そして、 1986
年の臨時教育審議会「教育改革の関する第二
次答申Jで¥大学に対するアカウンタビリテ
イの一環として、受験生や社会への情報提供
と同時に、大学の自己点検、評価を要請する
とともに、大学団体が行うアクレディテーシ
ヨンの重要性を指摘した。この時点では、大
学評価を制度化することを予定していたわけ
要求時に評価報告書の提出を求められ、私立
等も国庫助成や設置審査の際に点検されるこ
とと連動した事態でもあった。とはいえ、こ
のような問題を含みながらも、大学自身の努
力で自己点検・評価は定着しつつあった。
しかし、 1998年の大学審議会答申は、自己
点検 ・評価の充実とともに第三者評価システ
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ムの導入などを通じて「多元的な評価システ
ムの確立j を提案し、また、評価の結果を大
学の教育研究活動の改善につなげるために、
資源の効果的配分に活用することを提示じ
た。自己点検・評価が実施され始めて数年に
して、ふたたび評価政策の大きな転換が始ま :
ったといえよう。まず、①自己点検・評価の ，J;1
充実について検討しておこう。 r現行の自己 : :; 
点検・評価の在り方が望ましいとは必ずしもjLq
認識されておらず、評価:の結果を改革に結ぴ今，急-
つける政策的な仕組みが必要であるj と指摘蓮醤、:!号
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し、 「外部の第三者が検証する仕組みjの必
要を提起している。そして、自己点検 ・評価
の実施及びその結果の公表を大学の義務とす
るとともに、学外者による検証(し、わゆる「外
部評価J)を努力義務としたのである。後者
については、大学の自己点検 ・評価制度を効
果的に行うための仕組みであるから、各大学
に(人選等を含む)委ねることが適当とされ
ている。この答申を受けて、 1999年の大学設
置基準の改定で、自己点検 ・評価の実施と結
果公表の義務化、外部評価の努力義務化等が
規定された。法的形式的なことを除けば、自
2 第三者評価システムと認証評価制度
1)第三者評価システムから認証評価制度ヘ
では、大学審議会答申の第三者評価システ
ムとはし、かなるものか。大学の教育研究活動
にとって第三者とは、大学団体、学協会、大
学基準協会等が考えられるとしながらも、文
部省所管の「大学共同利用機関と同様の位置
づけJとするとして、前者のような民間の機
関ではなく、国の機関であることを措定して
いる。その理由として、第三者機関による評
価が、本来大学が行うべき教育研究活動や国
民に対する説明(資源配分も含まれる)など
己点検 ・評価と外部評価は大学の判断で自主 の取組を一体となって促進するとの性格を有
的にやれる仕組みといえよう。一方、②第三
者評価の導入、それと連動した、③資源の効
果的配分と評価、が絡むことによって、自己
点検 ・評価や外部評価に波及効果が及ぶこと
になる。ところで、大学審議会答申の論理構
成は巧妙であり、第三者評価システムの導入
と資源の効果的配分については誘導的であ
る。各大学の自己点検 ・評価、特に自己評価
が必ずしも十分なものではなく、改革に結び
つかないものだったかもしれないが、それは
社会的な批判を受けながら、大学が経験を積
むことによって改善・充実する可能性がなか
ったとはいえず、むしろ評価結果が資源配分
に使いにくかったことから文部省(当時)が
不満を持ち 他方で国立大学の独立行政法人
化への攻勢が強まった中で、政策的な仕組み
として持ち込んだといえないだろうか。それ
はともかくとして、自己点検・評価、外部評
価は、一方で、大学の教育研究の改善 ・改革と
結びつけることを目指すことになり、他方で
第三者評価システムを前提としなければなら
ず、しかも資源配分を気にしなければならな
い、という状況の下に置かれることになった
ことは否めない。自己点検 ・評価、外部評価
において、大学の自主性 ・主体性が問われる
ことになったのである。
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するからだとされている。第三者機関による
評価の主たる対象は国立大学であるが、公立、
私立の大学も設置者である地方公共団体や学
校法人の希望によって評価を受けることがで
きるというものである。ここで、国立大学に
対する第三者評価の目的として大学の質の向
上と資源配分という二重の機能が持たされて
いるが、特に資源配分の機能ゆえに国の機関
とするというレトリ ックが使われていること
が分かる。これは大学評価のアンビバレン ト
であり、それをもって国の機関に結びつける
のには飛躍があるといわざるを得ない。しか
し答申の趣旨に則って、 2000年の国立学校設
置法の改定により、国(公)立大学を当面の
評価対象とする大学評価・学位授与機構が従
来の学位授与機構を改組・拡大して創設され
た。ちなみに、 2003年には独立行政法人に移
行したが、職員数 152名(機構長、教官29名、
事務官等 122名)、財政規模も 2004年度運営
費交付金予算案で 21億 8902万円という巨大
な組織を構えている。大学評価機構は、 2000
年からの試行段階から、国立大学の教養教育
を始め、法学教育、教員養成、 「教育サービ
スにおける社会的貢献J等を行う とともに、
研究面でも専門領域別に評価を実施し、 その
結果を新聞紙上でも公表したので、国立大学
の概算要求に対する文部省の査定に影響を及
教育学論集第33号 (2007年)
ぼすのではなし、かと話題になったことも記憶
されているだろう。
ところで、 2001年以降になると一層強力に
「構造改革J政策が推進されるようになり、
政策形成も様変わりを見せ始めた。中央省庁
の再編により新設、機能強化された内閣府に、
経済財政諮問会議、総合科学技術会議、総合
規制改革会議等が設置され、高等教育政策も
大枠はそこでトップダウン式に決められ、統
合された文部科学省がこれを具体化し実行に
移す構造になったのである。早速同年末に、
総合規制改革会議が「規制改革の推進に関す
る第 1次答申j を公表した。そこでは、 「国
による事前規制型から事後チェ ック型への移
行Jという流れの下に、大学の自由度を高め
競争的環境を形成するために学部・学科の設
置規制の準則化を始め法令等での規制を緩和
する一方、各大学は定期的に「評価認証(ア
クレディテーション)Jを受け、その結果を
公表すべきこと、そこで法令違反等の実態が
明らかになった場合には文部科学大臣が是正
措置を講じて、改善が見られないものについ
ては認可の取り消しができること、評価認証
(アクレディテーショ ン)を行う機関は文部
科学大臣の認可の下でその活動を開始・存続
させることができることなどが提案された。
これらを踏まえるかたちで、 2002'年に中教審
答申(①設置認可制度の弾力化、②第三者評
価制度の導入、③法令違反状態の大学に対す
る是正措置の導入など)が公表された。その
中で、第三者評価制度については、国の認証を
受けた機関(認証評価機関)が大学を定期的
に評価し、基準を満たすかどうかを社会に向
けて公表するものとされる。この評価には、
大学全体を評価する機関思IJ評価と、大学の専
門性を分野ごとに評価する専門分野別評価が
ある。一方、法令違反状態の大学に対する是
正は、①改善勧告、②変更命令、③特定組織
のみを対象とした認可取り消し等の措置、④
大学の閉鎖命令、という段階を踏まえるもの
とされている。ところで、評価制度と是正措 iに;
置とは別々の文脈から出てきたもので何ら関 i竺
係ないもので、あったが、答申の論理構造から 1 L二;
見ると大学にとって看過できない問題を生じ
かねないことに留意する必要がある 7)。
これらの答申に沿うかたちで~， 2002年の学 二
校教育法改定がなされた。従来の評価制度は、
大学設置基準や国立学校設置法等のいわば省
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o ， 令や個別法レベルでの取り扱いで、あったが、
今度は学校教育法とし、う法律レベルで一元化
されることになったのである へ学校教育法
69条の三 「大学の自己点検評価・第三者評価j
に加えて、新設の同 69条の四「認証評価機関j
がそれであり、同 69条の五「報告・資料提供J、
同69条の六「審議会等への諮問Jも関連して
いる。その中で¥認証評価機関につき国によ
る認証の要件として、評価基準・評価方法の ;1 
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的確性、評価体制の整備、大学からの意見申
立て機会等の 6項目が挙げられている。自己
点検・評価が大学の教育研究水準の維持向上
を行うために各大学で、行ってきたのに対し
て、国の認証を受けた第三者機関による(機
関別と専門別の)認証評価が新設され、すべ
ての大学(国・公・私:大学・大学院、短期
大学)に義務づけられることになった。その
結果、現在では機関別評価機関として、大学
評価・学位授与機構、大学基準協会、日本高
等教育評価機構、短期大学基準協会等が始動
???
? ? ?
?
?
?
????。，
?
?
? ?
?，
???
? ?
?
ィ会
. 今
.て
" .，. '、、
???
?? ?
、?
.・、・.、
?
?
??
?
•••• 
?
?
}i守、c
している。前者は国の機関で、後三者は民間
の機関であり、しかも、前者(大学評価機関) ^~ 
が専任数、財政力等で他を圧している。これ 治
が今後の評価活動が進むにつれてどのような 町
結果を生じるかは、これからの日本の大学の
あり方にも関わってくるだろう。 '，J.¥ . '.，_.‘ベ
. 
2)認証評価機関の評価基準 ~: 1 
ここで角度を変えて、現行の認証評価機関 :需
がどのような評価活動を行っているのか、そ i 
の特徴を見ておきたい。認証評価は、それぞ :羽
れの機関が示す大学評価基準に基づいて実施 主i
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される。大学評価 ・学位授与機構「大学評価
基準(機関別認証評価)案J (2006年 5月改
訂版)では、 「大学の正規課程(学士、修士
及び博士の学位並びに専門職学位を授与する
ための課程や別科及び専攻科)における教育
活動を中心として大学の教育活動等の総合的
な状況を評価するJ (rはじめにJ)ために、
11の基準と 2つの選択的評価基準で構成され
ている。前者は、 「基準 l 大学の目的J r基
準 2 教育研究組織(実施体制)J r基準 3
教員及び教育支援者J r基準 4 学生の受入j
「基準 5 教育内容及び方法(学士課程 ・大
学院課程 ・専門大学院課程)J r基準 6 教
育の成果J r基準 7 学生支援等J r基準 8
施設 ・設備J r基準 9 教育の質の向上及び
改善のためのシステムJr基準 10 財務Jr基
準 11 管理運営Jとなっており、それぞれの
基準につき複数個の質問項目が設けられ、そ
れぞれにつき評価の基本的な観点(計 116項
目)がかなり細かく提示されている。評価は、
「この基準を満たしているかどうかを中心と
して実施j され、 「各大学には、原則として、
すべての基本的な観点に係る状況を分析、整
理することが求められJる(rはじめにJ)。
また、後者は各大学の個性を測るものとされ、
11の基準とは「異なる側面Jから 2項目(r選
択的評価基準 A 研究活動の状況J r選択的
評価基準 B 正規課程の学生以外に対する教
育サービスの状況J)設けられている。
大学基準協会は、日本における大学評価の
草分け的な存在として、協会の「大学評価j
(2005年 12月)によれば、従来も行ってき
た「加盟判定審査J (未入会の大学が新たに
協会の正会員になろうとする際に受ける)と
「相互評価J (すでに正会員校になった大学
が 7年毎に定期的に受ける)を受ければ、認
証評価として申請できる仕組みになってい
る。協会の点検 ・評価項目は、 A群、 B群、 C
群からなっている。 A群は「大学もしくは学
部・学科・大学院研究科が具備することが必
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須不可欠なものj、B群は「必須不可欠とは
言えないまでも具備することが高度に望まれ
るものj、C群は「具備することが一応望ま
しいとはいえ『点検 ・評価項目Jとして採用
するかどうかは当該機関の裁量に委ねること
が適当なものj、となっている。大学 ・学部
と大学院の主要点検項目があるが、ここでは
大学 ・学部の主要項目を挙げることにする。
r1 大学・学部等の理念・目的および学部等
の使命 ・目的 ・教育目標J12 教育研究組織j
r3 学士課程の教育内容 ・方法等J 14 学
生の受け入れJ r5 教員組織J r6 研究活
動と研究環境J 17 施設 ・設備等J r8 図
書館および図書・電子媒体等Jrg 社会貢献J
r 10 学生生活J r 11 管理運営J r12 財
務J r13 事務組織J r14 自己点検・評価J
r15 情報公開 ・説明責任jであり、 15の大
項目と 135の小項目 (A群 41項目、 B群 40
項目、 C群 54項目→細項目は計350) となっ
ている。
日本高等教育評価機構では、評価対象が私
学であることを重視して、 「各大学の教育研
究活動等の総合的な状況とりわけ大学の個
性、特色を重視し、機関全体として評価基準
を満たしているかどうかを判断jするとされ、
「各大学の向上 ・改善のために、各大学の自
律性を尊重した評価をj行うとしており、特
に、 「大学の社会的説明責任という観点から
教育活動を重視Jする、また、 「大学評価と
は強制や義務による受け身的、管理的なもの
ではなく、各大学の教育研究等の諸活動の向
上や経営改革のための不可欠な手段であると
位置付けてj いるとしている(r大学評価基
準jの前文)。評価基準は、 「基準 1 建学
の精神 ・大学の基本理念及び使命・目的Jr基
準2 教育研究組織Jr基準3 教育課程Jr基
準4 学生Jr基準5 教員Jr基準6 職員J
「基準7 管理運営J r基準8 財務J r基準
9 教育研究環境Jr基準 10 社会連携Jr基
準 11 社会的責務jが提示され、これらに計
教育学論集第 33号 (2007年)
73の評価の視点が示されており、最後に特記
事項(評価基準以外の大学独自の取組み、特
色ある活動、事業等の自由記述)となってい
る。
短期大学基準協会については、 「短期大学
評価基準J (2004年 11月)で評価領域とし
て、 r1 建学の精神・教育理念、教育目的・
教育目標J r I 教育の内容J r I 教育の
実施体制J rIV 教育目標の達成度と教育の
効果Jrv 学生支援J fVI 研究Jrvn 社
会的活動Jrvm 管理運営Jr区財務Jrx 
改革・改善」が挙げられ、それぞれにつき複
数の評価項目と各領域についての特記事項が
付されている。 r研究Jの項目が入っている
こと、 「財務j が比較的詳しく関われている
こと、 「改革・改善jが入っているニとなど、
短大の置かれている状況を反映しているよう
でもある。
以上に見るように、評価基準は文部科学大
臣の認証事項なので、概して平準化されてい
るが、各評価機関の評価のスタンスは、対象
とする大学が主として国立である場合と主と
して私立である場合とではかなり異なってお
り、政策的対応を意識したものと必ずしもそ
うでなく各大学の特性を配慮、した機関がある
ことが一つの傾向として読み取れる。そのこ
とは機関によって評価の対象領域に重点の置
き方が異なることもあり、全体構成や評価基
準・項目に示されている。大学基準協会の評
価基準はこれまでに蓄積してきたものを反映
しており、大学の全体的 ・総合的な評価を目
指したかたちになっている。大学評価・学位
授与機構、日本高等教育評価機構等はそれぞ
れ異なるスタンスの下に大学の教育活動を重
視した構成になっている。その中で、例えば
大学全体の活動に関わる評価基準を見ると、
管理運営組織と教育研究(教学)組織の連携
が挙げられている機関と、 「学長のリーダー
シップの下にj を強調している機関があるこ
とは興味深いものがあるだろう。また、評価
基準に対する大学側の裁量という面から見る ! ip 
と、 A群、 B群、 C群と分別している大学基 | 下、
準協会のものは基準にメリハリを付けること ・
によって単に網羅的にやるのではない特徴が ;
あるし、評価の視点を端的に示し記述させ
最後に特記事項を設けている日本高等教育評 |
価機構(短期大学基準協会の場合は評価領域 |
ごとに特記事項を設置)のような場合も、評 1
価に当たっての難しさはあるものの各大学の :
特性を示しうるための工夫であろう。ただ、
それらがどのように実際の評価場面で評価さ :
れるかは定かでない。これらに比べると、大 :
学評価機構の評価基準は、軽重の区別なくー ;
律に設定されており、しかも、大学全体とし
てその基準をすべて満たすことを求められる
から、大学の裁量はいわゆる選択的評価基準 !
だけというかたちであり、大学の種別化を誘 i
導する評価項目となっている。それだけに厳 ;
格な評価がなされているとの印象を与えるか 1
もしれない。評価基準は、各評価機関におけ
る評価目的のバロメーターといってもよいだ :令
ろう。
-、. 
" " ， 
3 国立大学法人と評価制度
国立大学法人化に当たって、独立行政法人
， • 
， 
、
????• 
評価委員会の制度をそのまま国立大学法人の J 14 
評価に適用することにはならなかったもの
?
???， ?
の、国立大学法人評価委員会というかたちで、
独立行政法人通則法に準拠して評価の仕組み ?，l 
は持ち込まれた すなわち、文部科学大臣の
設定する中期目標に従って、大学が中期計画
を作成し、文部科学大臣の認可を得てこれを
実施し、その達成度を評価するというもので
あり、そこには年度毎の業務実績の評価、中
間期の評価(これは法人後に導入された)、
期間終了後の評価に加えて、総務省の政策評 j; 
価・独立行政法人評価委員会の評価、その間
に教育研究については大学評価・学位授与機 、:
?
??
? ー
構の評価、というかたちにおいてである。
では、国立大学法人の制度設計(r新しい
i ie， 
・3旬、
?
?
， ， ?
?、
?
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大学評価の制度展開とその問題
『国立大学法人』像についてJ2002年 3月)
において、評価制度はどのように描かれてい
たであろうか。まず、評価システムの目的に
ついては「大学運営の自主性・自律性や教育
研究の専門性を尊重しつつ、評価により、大
学の継続的な資質向上を促進するとともに、
社会への説明責任を果たすj こととされた。
評価の主体については、より効果的 ・効率的
な評価を実施するため、文部科学省に、独立
行政法人評価委員会とは別に、 「国立大学法
人評価委員会j を設け、同委員会が国立大学
法人の評価を行う、となっている。その上で¥
各評価主体の役割 ・性格として、 「①各大学
は、中期目標の達成度を、種々の外部評価、
第三者評価を活用して厳正な自己点検・評価
を行い、②大学評価 ・学位授与機構は、各大
学の自己点検 ・評価に基づき、主として教育
研究に関する事項について専門的な観点から
評価を行い、③国立大学評価委員会は、教育
研究に関する大学評価・学位授与機構の評価
結果を尊重しつつ、国立大学法人の運営全体
に対して総合的な評価を実施するj ことにな
る。評価は、各大学毎の中期目標の達成度に
ついて行うとともに、分野別の研究水準につ
いても行うとされ、達成度評価であることが
分かる。評価結果の活用については、各大学
の教育研究その他の活動の改善や、次期以降
の中期目標 ・中期計画への反映もあるが、次
期以降の中期目標期間における運営費交付金
等の算定に反映させるとされていることであ
る 9)。評価の目的と評価結果の利用との関係
において社会的な説明責任論を介することで
両者が融合し、後者によって前者が規制され
る仕組みになっており、評価の予算配分への
反映が合理化されることになる。すなわち、
国立大学法人には目標一評価一資金配分とい
う仕組みが導入されたのである。さらに、独
立行政法人通則法に準拠して、国立大学法人
も総務省の政策評価 ・独立行政法人評価委員
会の評価を受けなければならず、評価の結果
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によっては総務大臣が「事務及び業務の改廃J
を文部科学大臣に勧告できるのである。この
ような制度設計に従って、国立大学法人法に
は第 9条で国立大学法人評価委員会が規定さ
れている。評価委員会は国立大学法人等に関
する事務の処理のために設置され、主に「業
務の実績」に関する評価を行うものとされる。
国立大学法人制度にとって評価が制度自体
の帰趨を握っていることが分かる。その中で、
国立大学法人評価委員会が中心的な位置を占
めている。先述の法人法の規定等からも分か
るように、評価委員会は国立大学法人等に対
して大きな権限を持っている。例えば国立大
学法人が発足するに際して、中期目標 ・中期
計画の設定 ・作成に当たって各国立大学法人
が作成した「素案j を検討したが、その結果
について文部科学大臣に対する意見としてま
とめた (2004年 1月)。その中で、各国立大
学法人が作成した原案がほぼ定性的なもので
あったことから、文部科学大臣に対して素案
の見直し ・再検討を求める意見(例えば、「定
量的な目標設定が可能なものについては、そ
の達成時期や達成水準に関する数値目標を設
定する必要がある。J等)が含まれており 10)、
それに従って各大学が見直しをすることにな
ったことはよく知られている。また、評価委
員会は各年度の業務実績の評価を行うことに
なっているが、加えて当初予定されていなか
った中間期の評価も実施することにした。
2007年度は国立大学法人化4年目を迎えるの
で、期間終了に向けて本格的な評価の時期を
迎えることになる。上記の意見でも提示して
いる「各大学の自主性 ・自律性の尊重、教育
研究の特性への配慮J (尊重、配慮、の主体は
巧妙に読み替えられているのだが)は目標 ・
計画の際だけでなく、実際の評価活動と評価
結果の活用においても格段に重視するように
国立大学法人評価委員会に求める必要がある
だろう。
教育学論集第3号 (2007年)
4 総合科学技術会議等による評価
内閣府に総合科学技術会議が設置されて政
策形成過程が変容しただけでなく、政策実体
も変化している。その中で特に研究開発シス
テムにおいて研究評価が格別の位置づけを持
ち始めることに注目したい。従来の科学技術
政策(科学技術庁)と学術政策(文部省)は
相対的に区別されていたといえるが、科学技
術・学術政策へと統合展開する過程で、学術
政策としての固有性への配慮が薄れ、 「総合
的J科学技術政策へと組み込まれる傾向が強
くなっている。そして、科学技術政策に対し
て政府や関係する審議会等がさまざまな施策
や提言を打ち出すようになったが、それらは
共通して競争的研究資金の充実と研究評価シ
ステムの導入を強調するようになり、大学の
学術研究のあり方にも影響が現れ始める。そ
の兆候は、すでに 1995年に科学技術基本法の
制定で「科学技術創造立国J政策が始まり、
第l次科学技術基本計商 (1996-2000年度)
の頃から現れている。政府研究開発投資とし
て総額 17兆円が措置され、競争的環境の醸成
と厳正な評価による研究開発システムの形成
のための基盤整備が図られた。この時期には
先述のよう に、大学に対して第三者評価を導
入することが提起されたが、それは評価結果
に応じた資金の重点配分を公・私立大学を含
めた仕組みとして取り入れるものと理解され
ていたのである 11)。そして、第2次科学技術
基本計画 (2001-2005年度)では、総額 24
兆円程度が投入され、第 l次基本計画の方向
をさ らに強化して、競争的な研究開発環境の
実現と効率的・効果的な資源配分のために
公正で透明性の高い評価システムを構築した
上で、評価結果を資源配分へ反映させること、
評価の実施に当たっては研究課題の評価、研
究機関の評価、研究者の評価が体系的、効率
的に行われるようにすること、等が進められ
たω。現在は、第3次科学技術基本計画 (2006
-2010年度)が研究開発投資総額約 25兆円
の規模で進行中である。そこでは、競争的環!J 
境の醸成に向けた競争的資金の拡充、すべて !
の競争的資金において間接経費30%を措置す 1 31l，J 
ること、大学の競争力を強化するために世界 !
トップクラスの研究拠点を 30程度形成する!
こと等が求められており、大学に対する研究 !
評価の徹底が前提になっている。
このような流れにあって、 2001年の「大学 !
(国立大学)の構造改革の方針J (いわゆる J 14.1 
「遠山プランJ)の 3本柱の一つに、第三者!
評価によって競争原理を導入し、国・公・私 |
立大学を通じて研究教育拠点を形成するとい t
う政策課題(iトップ30Jの育成)が位置づ ! 引
けられた。これが2002年の「世界的教育研究i
拠点の形成のための重点的支援-21世紀 ;
COEプログラム-Jとして具体化され、日本 i
学術振興会が仲介機関となって同年から実施 i
された。これは大学レベノレの組織評価による i
競争的研究資金であり、一種の大学評価であ : 経
る 13)。ただし、応募資格があるのは国公私立 l 方
大学の大学院(博士課程)レベノレに限定され・l YI 
ている。 1 件当たり年間 1~5 億円程度の支援 i p; 
が通常 5年間継続される(中間期に評価が行i
われ、継続、規模縮小、廃止等の措置が行わ 1 A 
れた)。この結果、いわば競争に元から参加 ;
できない大学がある一方、規模が大きく財カ ; : 
もあり競争力のある大学に研究資金が集積す
る傾向が明確に現れている 14)。本プログラム l
の3回にわたる採択数の合計は93大学274件:
で、あったが、応募数はこの数倍(延べ 574大:
学 1395件)に上るから、いかに多くの大学院 ;
研究科を巻き込んで行われたかが分かるであ
ろう。そこでは、大学の経常的研究経費が全 ， f; 
般的に伸び悩み減少傾向にある中で、研究資 ;
金獲得のために大学の存立(あるいは「威信J):I 
をかけて競争に向かっていったわけである。
現在、 「世界トップレベノレ国際研究拠点形成
促進プログラムJ (いわゆる fG・COEJ) 
1 
、L
、羽
が21世紀COEプログ-ラムを格段に強化した : 
かたちで審査進行中である。応募要領によれ (j; 
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ば、採択件数は 5件程度、実施期間 10年、た
だし特に優れた成果を上げている拠点につい
ては更に 5年延長を認めるとし、補助対象額
として l 拠点当たり年間 5~20 億円程度とさ
れ、 5年毎に中間評価が行われる。第 3次科
学技術基本計画の具体化への対応といえょ
っ。
他方、評価による競争的資金の配分という
動向は、大学教育の分野でも進められている。
このプログラムは、 「国公私立大学を通じた
大学教育改革の支援J (し、わゆる GP<グッド
プラクティス>政策)は、 「競争的環境の醸
成、各大学の教育改革への意識の高揚、積極
的な教育改革の検討・取り組みの促進を図り、
高等教育の活性化を図るJことが目的とされ
ている。このプログラムには、設置主体を問
わず、 4年制大学だけでなく短期大学等も含
まれる。「特色ある大学教育支援J(特色GP)、
「現代的教育ニーズ取組支援J (現代GP)、
「大学教育国際化推進j 、 「地域医療等社会
的ニーズに対応した医療人教育支援J (医療
人GP)、 r ~魅力ある大学院』イニシャティ
ブj、 「大学 ・大学院における教員養成推進J
(教員養成 GP)等の各プログラムである。
COE及びGPの両プログラムに対する2006年
度の投資総計529億円のうち約 162億円がGP
関連に投入されている。財政的に逼迫してい
る大学にとっては願つでもないものかもしれ
ないが、 「教育評価Jの結果に基づいて競争
的資金を配分する方式によって真に「高等教
育の活性化Jにつながるのか、むしろ教育研
究に対する国家の関与により大学種別化の固
定化(r機能別分化J15)) へのステップとな
るのではないか、という疑問がある 16)。
5 課題としての大学評価
日本の大学評価は、多くの問題を抱えてい
る。第一に、大学評価に対する国の関与が極
めて強いことである。大学評価は、本来自主
的なものであり、欧米においてはピア ・レビ
-9-
ューを基本としているが、日本の場合は「第
三者評価j といいながら実質上国の機関が評
価を行っており、認証評価においても国の「認
証Jを必要とするように、すぐに国家が乗り
出してきて介入する。大学評価は、個々の大
学や「大学の団体jが自らを活性化するとと
もに、その自主性 ・自律性のもとで行われる
べきことがらである。第二に、評価の目的が
資源配分に直結し、評価が政策手段になって
いることである。大学評価は、大学の教育研
究の維持・向上のために行われるべきであり、
その結果を積極的に社会に向けて明らかに
し、大学の説明責任を果たしながら、社会か
らの批判や意見を受け、さらに大学革新を進
めていくところに、核心があるはずである。
しかし、一方で、大学の質の向上をいいながら、
他方で資源配分に直結させようとする社会的
カが強力に働いている。評価というのは、評
価の目的によってそのあり方や方法 ・基準等
も変わってくる。同じーっの評価のもとで、
複数の評価目的を同時に行うことは本来でき
ないのである。大学の質の改善 ・改革と資源
配分は明らかに目的が異なっている。異なる
目的のものを同時にやろうとするので無理が
ある。結局、資源配分が事実上の目的となる
ことから、 「誰にでも分かる評価をJという
名目で手っ取り早く定量的評価を求めたが
る。そのような評価を行うほどに、大学の教
育研究になじまないものになり、場合によっ
ては破壊的にすら働くのである。また、評価
と資源配分を通じて、大学の機能別分化、種
別化を図るために大学を財政的に誘導する、
そうした政策手段として使われる。第三に、
特に国立大学法人の評価において顕著に見ら
れるように、目標管理が行われ、達成度評価
になっていることである。文部科学大臣が大
学の中期目標を設定し、それをもとに大学が
中期計画を作成する、大学はその目標 ・計画
を実行に移しながら、年度毎の評価を受け、
期間終了時にその実施状況を国の機関に評価
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されるのである。大学の活動に、 NPM(新公
共経営)の手法でもある P(plan :計画) D 
(do :実行)ーC(check:点検・評価) A 
(action :改革課題の実施)又は P D-S 
(se :点検・評価)が組み込まれている。し
かし同時に、これに目標-評価一資源配分(場
合によっては組織の改廃)の連鎖がセットさ
れてくるので、大学評価の機能も変化してい
る。すなわち、この一連の仕組み自体が国家
統制的に働くことになるのであり、しかも、
中期目標・中期計画では達成目標を提示しそ
の「数値化Jが求められるので、大学の研究
や教育という自主性、創造性を必要とする活
動に対する評価としては適切で、ない。
以上のような特徴と問題点を持つ大学評価
制度に対して、大学が現代社会の要請に応え
るには、どのような大学評価が考えられるべ
きであろうか。第一に、大学評価はピア・レ
ビューが基本であるべきである。特に教育研
究の中身に立ち入る評価はこの点が重要で、あ
る。同時に、大学評価という場合には教育研
究に関わる当事者として特に学生・院生やそ
れを支える職員層による点検・評価への関与
ないじは参加が必要である。また、そのよう
な大学の内部評価の客観性や公平性を確保す
るために、学外の大学関係者・有識者等によ
る検証も必要で、あろう。これらは法律で規定
したり義務づけられているからやるのではな
く、大学の社会的責任である。さらに現代社
会的(ないしは国際的)な要請からは、第三
者による評価をどうすべきかが求められてい
る。国の機関や国の認証を得た機関の評価と
いうのは、国家と大学の関係という観点から
はもとより、大学評価としては次に述べる評
価の目的(大学教育の質保証)とも関係して、
適切ではない。いまや国家が大学の品質保証
をするという時代ではない。大学に対する国
家の役割はもっと別のところにあるはずであ
る。これには f大学の団体の活性化Jとその
もとで、の評価活動の重要性に着目すべきであ
?，??
???
?
???
?
、
?
? ??
?
?
?
，?，? ?? ?
?
??
??
?
?
??
?，
?，
? ?
?
?
ろう 11)。第二に、評価の目的を大学の教育研 !
究の質の維持・向上に限定すべきである。評 ld 払
価の目的が違えば、評価のあり方、方法や基 ijidi
準等が異なってくる。複数の目的を一つの評 ! 二三
価で実施することは、評価自体が成り立たな ;
いのである。最近では、経済財政諮問会議の (
民間議員の主張に見るように、評価の目的を
資源配分にシフトしていくべきとする傾向が
強くなっている。国や市場の要請による評価 ;グ・
は、結局は資源配分をテコとする財政誘導、
政策誘導に帰着し、大学の教育研究の維持・
向上というのは実体を伴わないものになるの
である。第三に、大学評価のあり方、方法・
基準等は評価目的と一体的に検討すべきであ
る。それらを切り離した時点で、方法・基準
等は一人歩きを始める。大学評価の目的を問
_，./;' ，. -"・‘・".;ιrl、，・.，
， 
. / 古
川
a-Jh‘h 
。，? ???
?
??
?
?
?，?、
?
?
? ?，????
?
???
?? ?ー
?
?
?
? ?
" -p ・4 
、I
題にするのは、そこに大学そのもののあり方、 (:〉
将来像が反映されているからであり、それを
もとに評価の方法・基準等が設定されるから
である。評価のあり方ということからいえば、
大学の活動に先の P D-C (又は S)-Aと
いうサイクルを組み込むこと自体は悪いこと
ではない。問題は、国立大学法人制度(公立
大学法人も)ではPlanの前提となる中期目標
が文部科学大臣によって設定され、それに基
づいて大学が作成する中期計画も認可が必要 i 川
で、達成目標の具体化・明確化(数値化)が求
められ、かっ大学の活動周期として期聞が 6
年(認証評価の場合も 7年周期)というのは
短かすぎることであり川、また、評価の結果
が資源配分に反映されることである。目標管
理一達成度評価一資源配分という連鎖を断ち
切り、いくつかの条件を整えれば、上記のサ
イクルは有効に働きうるであろう。
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21世紀は r知の世紀j ともいわれるが、で 1 
は、社会は大学に何を求めているであろうか。
20世紀は「戦争の世紀jでもあり、環境破壊¥ 斗
貧困、格差、飽食と飢餓、各種の抑圧等に"暢指:; :為jミ、込潟も
-10-
、大学評価の制度展開とその問題
いだ時代でもあった。21世紀は真に世界の平
和と人類の福祉を求めて、 20世紀の負の遺産
を取り除き、地球的規模のあるいは人類史的
な課題の解決を迫られており、そのためにこ
そ大学の社会貢献が必要とされている。その
意味からの「知の世紀Jで、あって欲しいもの
である。大学評価も、このような現代社会の
要請に応えることができるような大学像を探
究しつつ、そのもとで機能しうるものへと大
胆に革新されていくべきである。
そして、言葉の真の意味での「知の時代Jに
ふさわしいものとして大学評価(評定、査定
や格付けではなく)も「大学の質保証 (quality
assurance) Jへと機能転換されなければなら
ない 19)。
<注>
1)寺崎昌男「日本における大学評価-批判的
展望-J、 『新時代を切り拓く大学評価一日
本とイギリス-~ (東信堂、 2005年、 214頁)
では、日本の大学評価の種類を、 1)専門団体
によるアクレディテーション(r相互評価J
ならびに「会員資格審査J)、 2)行政機関に
よる設置審査を主とする評価、 3)大学のティ
ーチング・スタッフやマネージメン ト・アシ
スタントによる「自己評価J、4)外部の評価
者による「外部評価j、5)国立の機関による
「第三者評価J、6)財源配分を伴う「プロジ
ェクト評価j に分類されている。
2)経済財政諮問会議民間議員(伊藤隆敏 ・丹
羽宇一郎 ・御手洗富士夫 ・八代尚宏)は、 「成
長力強化のための大学・大学院改革についてJ
(2007年 2月)において、 r 1.イノベーシ
ョンの拠点として一研究予算の選択と集中を
-J r3.大学の努力と成果に応じた国立大学
運営費交付金の配分ルーノレJと提起しており、
6月の「骨太の方針Jに盛り込みたいとして
いる。これは財界 ・経済界の要求をストレー
トにまとめたもので、詰まるところ、大学を「国
際競争力の強化Jという観点からしか見てお
-11-
らず、これに合わないその他の大学は淘汰さ
れても当然という立場から出されている。
3)大学評価制度には、大きく分けて機関別評
価と専門別評価があるが、本論文では主とし
て機関別評価を扱う。
4)前掲注(1)論文、 213，4頁。
5) W大学基準協会五十五年史 通史編』財団
法人大学基準協会、 2005年、 484頁。
6) r自己点検 ・評価Jという用語は、立法段
階で出てきた行政官僚の造語である。アメリ
カのアクレディテーション活動の一環として
大学が自らの大学を点検するために行う
self.studyとも異なる独特のものであった。
7)評価結果による国の大学への関与という問
題が出てくる。答申の法令違反の箇所の特に
(1) に注目する必要がある。1947年教育基
本法の改定により新設された「第 7条 大学」
では、 「大学は、一一一社会の発展に寄与する
ものとする。Jとしづ機能目的が掲げられた
し、第 2条「教育の目標Jも大学にも適用さ
れる。
8)天野郁夫は、認証評価制度については「ア
メリカのアクレディテーション制度とは、似
て非なるものである。なぜならその評価は、
私立大学を含むすべての大学に、国家が法令
によって義務づけるものであり、しかも評価
を行う『第三者評価機関』は国の『認証』を
受け、国が一定の支援をすることが予定され
ているからであるj とし、 「すべてのJ大学
が機関別評価を国が義務づけることが、水準
の維持向上に本当に不可欠なのかJ (W大学
改革の社会学』玉川大学出版部、 2006年、 163，
4頁)と疑問を呈していた。
9)この点に関連して、天野郁夫は「大学評価
機構がし、ま実施している評価は、国立大学評
価委員会が期待している評価とは、 明らかに
目的と性格が違っているのである。大学が自
発的に教育研究の活性化をはかり、水準向上
に努めるのを助け奨励する手段としての評価
と、資金配分の手段としての評価とは同じも
F 
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のではあり得ない。 J (注8)の 161頁)と指
摘している。
10)海部宣男「学術と大学評価一達成度評価・
数値目標の誤りとピア・レビュー-J (W21 
世紀の教育・研究と大学評価ーもう一つの大
学評価宣言一』晃洋書房、 2005年、 25頁)に
おいて、国立大学法人評価委員会の評価に関
連しながら、欧米では研究評価はピア・レビ
ューが基本で、あり、達成度評価というのは聞
いたことはないし、まして数値目標を掲げさ
せての評価というのはとんでもないと指摘し
ている。
1)遠山敦子『こう変わる学校、こう変わる大
学』講談社、 2004年、 154頁。
12)前掲注(5)、540頁参照。
13)前掲注(1)でも、 「日本の大学評価の中に
はっきりと位置づく新タイプの競争的評価で
ある。J (227頁)とされている。
14)拙稿「国立大学法人化と評価問題J (大学
評価学会年報『現代社会と大学評価』創刊号、
2005年、79頁)で分析・検討している。
15)中教審答申「我が国の高等教育の将来像j、
2005年。
16)前掲注 1)の中では、 COEや GPで行われる
類型の評価を「大学を政策のめざす方向へ財
政的に誘導するための装置として登場してき
たJ (228頁)と特徴づけている。
17)戦後改革の時期に「大学のグループの自
治Jの形成を目指して結成された「大学基準
協会j の役割に注目したい。これはアメリカ
のアクレディテーションをモデルに、日本に
独自なかたちで創設されたものであり、非政
府・ボランタリズムというアメリカの大学の
よき伝統を継いでいたといえよう。残念なが
ら、 1956年の大学設置基準の制定で休業状態
に追い込まれたが、臨教審で見直され、その
活性化の必要が提起された、再び活動を開始
し認証評価機関のーっとして今日に至ってい
る。現在の大学基準協会をどう評価するかは
微妙な問題が含まれるが、創設時の精神が生
かされることを期待したい。前掲注の 1)や5)I 
の文献を参照されたい。
18)益川敏英 r21世紀の教育・研究と大学評 1.. " 
価-100年の研究評価、 15年の教育評価一j
(前掲注 10)の文献所収)は重要な指摘であ ;
ると恩われるが、現在の大学の活動周期とし :
ては少なくとも 10年程度は見ておく必要が !
あるのではないか。
19)そのために制度論的には、最低、現在の学 ! ;に;
校教育法 69 条の 4~6 の条項は将来的に廃止 : !?' 
される必要がある。また、国立大学法人評価 i
制度も除去するか抜本的な改変が必要であ i
る。
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